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一次産品輸出経済　primary export economy
天然資源（原油，天然ガス，鉱産物）や農林水産物などの一次産品を輸出し，その収入で工業
製品を輸入して成長を目指す経済の構造。

因果推論　causal inference
実験や観察のデータから原因と結果を推定する方法。ランダム化比較試験（randomized 
controlled trial）， 差 分 の 差 分 法（difference in differences）， 回 帰 不 連 続 デ ザ イ ン
（regression discontinuity design）などがある。

インフォーマル経済　informal economy
社会的・法的な制度の外で人々が行う経済活動。企業として登録せず，税金や社会保障の掛け
金も納付しない。路上での物品販売や露店での飲食提供などが多い。

インフレーション（インフレ）　inflation
財やサービス全般の価格が継続的に上がること。

インフレ税　inflation tax
インフレによって通貨の価値が低下すると，その分国民が持っている現金の価値が失われるこ
と。現金を保持する国民から，政府が所得の一部を税として徴収するのと同じような現象であ
ることから，こう呼ばれる。

失われた10年　lost decade
対外債務危機によりラテンアメリカ諸国の経済が停滞した1980年代初めからの10年間を指
す。

オランダ病　Dutch disease
一次産品の輸出収入が増えて自国の為替レートが上昇すると，自国の工業製品の国際市場での
価格競争力が低下する。これによって工業部門が衰退すること。1960 ～ 70年代にオランダ
が天然ガス輸出を増やしたために工業部門が衰退したことからこう呼ばれる。類似の用語に
「資源の呪い」がある。

カーボンプライシング　carbon pricing
排出する二酸化炭素などに価格をつけることで排出量を抑制する方法。炭素税や排出量取引な
どがある。

用語解説  
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海外協力隊　Japan Overseas Cooperation Volunteers （JOCV）
政府開発援助（ODA）の一環として，独立行政法人国際協力機構（JICA）が実施するボラン
ティア派遣制度。1965年に発足し，以前は青年海外協力隊員と呼ばれていた。農林水産，教
育文化，保健衛生などの分野で募集があり，派遣期間は原則2年間。

外部性　externality
市場で取引する売り手と買い手以外の第三者にも，その取引が利益や不利益をもたらすこと。
利益が生じる場合には正の外部性，不利益が生じる場合には負の外部性と呼ぶ。外部性が生じ
る場合には，政府が経済活動に介入することで，社会的に望ましい資源配分が可能になること
がある。

規模の経済　economies of scale
生産規模を大きくすることで生産物1単位当たりの費用が減少すること。

経済発展　economic development
経済成長が持続して人々の所得が上昇し，生活が豊かになること。多くの場合，農業部門の縮
小や工業部門の成長など経済構造の変化を伴う。

経常収支　current account balance
貿易収支，サービス収支（サービス取引の収支），所得収支（利子，配当金，援助ほかの収支）
を合計したもの。

交易条件　terms of trade
輸出品と輸入品の価格の比。たとえば，自動車1台を輸入するために必要な小麦の輸出量で考
える。

構造調整政策　structural adjustment policy
1980年代の対外債務危機の際に，国際金融機関等が債務を返済できない途上国を支援する条
件として実施を求めた政策。具体的には，財政赤字の削減，貿易と資本の自由化，国営企業の
民営化，規制緩和など，政府による経済活動への介入を減らして市場による資源配分を促す政
策。

購買力平価　purchasing power parity
物価の違いを考慮して，各国で同じものを買うことができるよう調整した金額。
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国際分業　international specialization
各国が得意な分野の産業に特化すること。その上でお互いに貿易を行うことで，特化せずに自
給するよりも多くの財やサービスが利用できるようになる。

コーポラティズム　corporatism
労働組合や経済団体など社会の特定の利益を代表する団体と政府が交渉して政策を決定，執行
する仕組み。

サンプル調査　sample survey
構成員の全数を調査する全数調査は時間も労力もかかるので，全体を推定するために構成員の
一部をランダムに選んで調べる調査のこと。標本調査とも言う。

資源の呪い　resource curse
豊かな天然資源をもっているがゆえに，経済発展ができないこと。類似の用語に「オランダ
病」がある。

資源ブーム　natural resource boom
2000年代後半から，中国をはじめとする新興国の経済成長による需要の拡大で資源価格が上
昇し，輸出国が豊かになった現象。

持続可能な開発　sustainable development
将来の世代がニーズを満たせるように考慮しながら，現在の世代のニーズを満たすような開発。

ジニ係数　Gini coefficient
格差を示す指標の１つ。0 ～ 1（または0 ～ 100）の値をとり，1（または100）に近いほど
格差が大きい。

社会扶助　social assistance
税金を財源とし，生活に困窮する世帯に現金を支給するなど最低限の生活を保障し自律を支援
する制度。

社会保障　social security
医療保険，失業保険，年金など，雇用者の給与などから掛け金を徴収し，病気・けが，失業，
老齢などの際に給付する制度。
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従属論　depenency theory
資本主義経済の枠組みの中では途上国は先進国に経済的に従属しているために，経済発展がで
きないとする考え方。

自由貿易協定　Free Trade Agreement （FTA）
関税を引き下げたり貿易に関わる規制を取り除いたりして，複数の国の間で自由に貿易を行う
ための合意。

需要の所得弾力性　income elesticity of demand
所得が増えたときに，それに応じて需要が増える割合。一般的には，経済発展によって所得が
増えても食料の需要はそれほど増えないが，工業製品の需要は大きく増える。ここから需要の
所得弾力性は，食料品で小さく工業製品で大きいと考えられる。

条件付き現金給付　Conditional Cash Trasfer （CTT）
子どもの就学や予防接種などの条件を満たした場合に貧困世帯に現金を給付する制度。対象と
なる子どもの保健や教育を向上することで人的資本の蓄積を目指した。

情報の非対称性　asymmetry of information
取引の際に売り手は取引する財やサービスについてよく知っているが，買い手はそうでないこ
と。両者の持ている情報が対称（つりあっていること）ではないことからこう呼ばれる。情報
の非対称性が大きいと取引が成立しないことがあるため，取引が成立するような制度上の工夫
が必要になる。

新自由主義　neoliberalism
個人の自由と国家よる介入の対立を考える際に，自由競争がうまく機能するように国家が制度
をコントロールし，その枠組みのなかで個人の自由を尊重する考え方。

人的資本　human resource
機械や設備のような物的資本に対して，知識・技能・健康のような人のもつ能力を資本として
捉えた用語。

全要素生産性　Total Factor Productivity （TFP）
経済成長率のうち，労働力や資本ストック（機械や設備）の追加投入では説明できない要因の
こと。具体的には技術進歩などを想定している。
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対外債務　external debt
国，地方自治体，国営企業などの公的部門や民間企業などが，外国の政府や銀行から借りたお
金を指す。1980年代にラテンアメリカ諸国が対外債務を返済できずに経済が混乱，停滞した
ことを対外債務危機と呼ぶ。

地域統合　regional integration
複数の国が関税や貿易に関わる規制を撤廃して，人や財が国境を越えて自由に行き来できるよ
う，市場を1つにまとめること。地域経済統合（regional economic integration）ともよぶ。

中所得国の罠　middle-income trap
低所得国が経済成長に伴って中所得国になると人件費が上昇して競争力が低下する。それによ
り持続的に成長できないために先進国の所得水準に追いつけないこと。

通貨発行益　seigniorage
通貨を発行することで政府や中央銀行が得る利益。シニョレッジとも呼ぶ。通貨の価値（額面
価値）から発行（製造）コストを引いたもの。

デフォルト　default
債務（借金）が払えなくなること。債務不履行ともいう。

内生的成長理論　endogenous growth theory
経済成長の源泉となる技術進歩がどのようにして起きるかをモデルに組み込んだ理論。これに
より，どのように技術進歩が起きるかを分析できるようになる。

二重貧困ギャップ率　squared poverty gap ratio
貧困者の割合だけでなく貧困の度合いにも注目した指標。貧困線からの距離を二乗して算出す
ることで，貧困の度合いがより高い貧困者に注目する。

乳児死亡率　infant mortality ratio
1歳未満でなくなる乳児の割合。出生した1000人当たり死亡した乳児の数で示す。

ハイパーインフレーション（ハイパーインフレ）　hyper-inflation
急激なインフレーションのこと。さまざまな定義があるが，例えば年1000％を超えるインフ
レーションのこと。
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バリューチェーン　value chain
製品の生産から消費にいたるまでの経済活動のつながり。国境をまたぐバリューチェーンをグ
ローバルバリューチェーン（Global Value Chain: GVC）と呼ぶ。

比較優位　comparative advantage
産業ごとに生産要素（土地，労働，資本）を投入する比率が違うときに，各国がより豊富に保
有する生産要素を多く使う産業に特化して生産することが重要であるという考え方。その上で
別の産業に特化した国と交易を行うことにより，すべてを国内で自給自足するよりも消費を増
やして豊かになることができる。

貧困ギャップ率　poverty gap ratio
貧困者の割合だけでなく貧困の度合いにも注目した指標。貧困者について貧困線からの距離を
考慮して算出する。

貧困の罠　poeverty trap
貧しいと医療や教育にお金をかけられず，健康状態や教育水準が改善しない。そのために健康
に働いたり賃金水準の高い仕事を得られず，貧困から抜け出せない悪循環に陥ること。

貧困率　poeverty headcount ratio
全人口に占める貧困者の割合。１人１日当たりの支出額などから貧困の水準（貧困線）を定め，
それを下回る人を貧困者とする。

プレビッシュ゠シンガー命題　Prebisch-Singer thesis
アルゼンチンの経済学者ラウル・プレビッシュと，イギリスの経済学者ハンス・シンガーが提
唱した仮説。一次産品輸出国と工業製品輸出国が貿易を行うと長期的に一次産品の交易条件が
悪化し，一次産品輸出国が発展できないとする考え方。一次産品輸出経済悲観論ともいえる。

貿易収支　trade balance
一国の財（モノ）の輸出額から輸入額を引いたもの。

ポピュリズム／ポピュリスト　populism／ populist
社会をエリートと大衆に分けて，エリートの腐敗を批判する一方で，中間層や労働者層などの
大衆の利益を優先する政策を主張し，支持を得ようとする政治運動をポピュリズムと呼ぶ。ポ
ピュリズムを唱える政治家や政治集団をポピュリストと呼び，貧困層への給付金の拡大，最低
賃金の引き上げ，労働者保護の強化，公共料金への補助，保護貿易などの政策を主張すること
が多い。
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マイクロファイナンス　microfinance
貧しい人々に対し無担保で少額の融資を行う貧困層向け金融サービスのこと。1980年代にバ
ングラデシュで創業したグラミン銀行が有名。

マキラドーラ　maquiladora
メキシコから米国への工業製品の輸出拡大を目的に両国が1965年に定めた保税加工制度。米
国への輸出を前提として，製造に必要な機械や部品のメキシコへの輸入とそれらを用いて製造
した工業製品の米国への輸出に対して，両国が関税を免除する。いくつかのラテンアメリカ諸
国が類似の制度を導入している。

マクロ経済安定化　stabilization of macro economy
ハイパーインフレーションのような急速な価格の上昇を抑えること。

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ　universal health coverage
すべての人が質のよい基礎的な保健医療サービスを，必要な時に負担可能な費用で受けること
ができること。

輸入代替工業化　import substituion industrialization
これまで輸入に頼ってきた工業製品を，国内で生産するために工業化を進める取り組み。

労働生産性　labor productivity
労働1単位（たとえば１時間）当たりの生産量を指す。

ワシントン・コンセンサス　Washington Consensus
構造調整政策で示された一連の政策パッケージ。米国の首都ワシントンD.C.に本部を構える
国際通貨基金（IMF），世界銀行，米国国務省らがラテンアメリカの経済改革に必要な政策と
して合意したことからこう呼ばれる。
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